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一 公布済の新規法令 

１ 国務院に授権し一部地区にて不動産税改革の試験業務を展開す

ることに関する決定 

本決定は、第13期全人代常務委員会第31回会議で可決された。   

本決定によれば、課税対象となるのは、居住用及び非居住用等の各

種の不動産で、法に基づき所有する農村宅地及びその上の住宅を含

まないとし、納税義務者は土地使用権者、不動産所有権者とされて

いる。また国務院は試験地区の具体的な弁法を制定し、試験地区の

人民政府は具体的な実施細則を制定し、更に試験期間は国務院の弁

法の公布日から起算して5年とするとされている。 

URL：http://www.npc.gov.cn/npc/kgfb/202110/0c62b16ed76f49799ee6454a8eba0a5d.shtml 

（全人代常務委員会2021年10月23日制定・公布・施行） 

２ カーボンピークアウトとカーボンニュートラルの完全、正確か

つ全面的な実施に関する意見 

本意見では、2060年までのカーボンニュートラル（二酸化炭素ネ

ット排出量ゼロ）を主要目標とし、「国家協調、節約優先、両輪駆

動、内外アクセス、リスク防止」の5つを重要原則とし、経済及び

社会発展の全面的なグリーンモデル転換の推進、産業構造に関する

一層の調整、クリーン・低炭素・安全・効率的エネルギー体系の構

築の加速化等を重点作業として、カーボンピークアウトとカーボン

ニュートラルに関する活動に向けて体系的な計画と全体的な配置を

示した。 

URL：http://www.gov.cn/zhengce/2021-10/24/content_5644613.htm 

（中国共産党中央委員会・国務院2021年9月22日制定・施行、同年

10月24日公布） 

３ 国務院による「2030年までのカーボンピークアウトに向けた行

動方案」 

本方案では、「カーボンピークアウトとカーボンニュートラルの

完全、正確かつ全面的な実施に関する意見」に従い、2030年のカー

ボンピークアウト目標達成に向けて、カーボンピークアウトは経済

社会発展に向けた全てのプロセスや分野を貫くものとし、エネルギ

ーのグリーン低炭素転換、省エネ、低炭素に向けた効率化向上、工

業分野のカーボンピークアウト、都市と農村建設におけるカーボン

ピークアウト等の10項目が重点的に実施される「カーボンピークア

ウト10大行動」として打ち出された。 

URL：http://www.gov.cn/zhengce/content/2021-10/26/content_5644984.htm 

（国務院2021年10月26日制定・公布・施行） 

４ 外貨管理行政過料裁量弁法 

本弁法では、外貨管理規制に違反する行為の情状に従い、過料の

幅に関する裁量基準を5つに分けて定めている。また不処罰の事由

等を追加するとともに、金融機関に対する処罰時に違反行為に対し

て直接責任を負う董事、監事、役員その他の責任者に対する警告、

過料の適用も規定した。ただし本弁法では過料についてだけを規定

しており、その他の行政処罰及び措置の適用には影響しない。 

URL：https://www.safe.gov.cn/safe/2021/1105/20154.html 

（国家外貨管理局2021年11月5日制定・公布・施行） 

５ 政府調達活動における内資企業と外資企業に対する平等取扱い

の相関政策の貫徹に関する通達 

本通達では、政府調達活動への内資企業と外資企業の平等な参加

を保障し、政府調達活動における内資企業と外資企業に対する平等

的な取扱いの要求を貫き、内資企業と外資企業の合法的権益を平等

的に保護するよう強調・要求した。 

URL：http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2021-10/26/content_5644953.htm

（財政部2021年9月13日制定・施行、同年10月25日公布） 
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二 立法草案 

１ 独占禁止法（改正草案） 

独占禁止法（改正草案）は、10月19日に第13期全人代常務委員会

会議で初回審議を迎えた。本草案は、主に①競争政策の基礎的地位

及び公平競争審査制度の明確化、②独禁に関する制度・規則の更な

る整備（データ及びアルゴリズム、技術等の濫用による競争排除・

制限の禁止、「セーフハーバー」制度、審査期間「stop the clock」制

度の導入等）、③独禁の法執行に対する保障への更なる強化、④法

律責任の整備、処罰度合いの強化といった4つの方面で改正を審議

されている。 

特に、③については、企業結合の未申告等への過料金額の上限が

従来の50万人民元から前年度売上の10％以下の金額に大幅に引き上

げられており、更に独占合意、市場支配的地位の濫用及び企業結合

のいずれを問わず、情状が特に重い場合には前年度売上の10％以下

の過料金額が更に5倍以下の金額に引き上げられる条項が追加され

ており、企業にとっては同法違反のリスクに対して今まで以上に慎

重な対応が求められると予想される。他方で、②については、2019

年の独占合意に関する暫定規定の立法過程で先送りされた「セーフ

ハーバー制度」が導入される可能性があり、基準とされる市場シェ

アに達しない企業にとっては、関連市場に対する競争制限的効果を

与えない限度で、多様な販売戦略の余地が広がると予想される。い

ずれにしても、中国での販売活動を拡大する日本企業にとっては、

注目度の高い法律といえる。 

URL：http://www.npc.gov.cn/flcaw/userIndex.html?lid=ff8081817ca258e9017ca5fa67290806 

（全人代常務委員会2021年10月23日公布、10月23日から11月21日ま

でにパブリックコメント聴取） 
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